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１．１７年３月期の業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）
(1)経　営　成　績 （百万円未満切捨）

　百万円 ％ 　百万円 ％ 　百万円 ％
 ( △ )  ( △ )  ( △ )
 ( )  ( )  ( )

　百万円 ％ 円 銭 ％ ％ ％
 ( △ ) －
 ( △ ) －

（注）① 期中平均株式数    17年3月期  54,116,642株　　　16年3月期  54,199,097株

　　　② 会計処理の方法の変更        　　無

　　　③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパ－セント表示は、対前期増減率

(2)配　当　状　況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

(3)財　政　状　態

百万円 百万円 ％ 円 銭

（注）① 期末発行済株式数    17年3月期   53,686,903株　　　16年3月期  54,197,440株

　　　② 期末自己株式数　    17年3月期      529,560株  　　16年3月期   1,590,023株

２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　百万円 　百万円 　百万円 円 銭 円 銭 円 銭

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　８３円０５銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に
　よって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

　　なお、上記予想に関する事項については、添付資料連結５ページをご参照下さい。
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６．個別財務諸表等６．個別財務諸表等６．個別財務諸表等６．個別財務諸表等

科　　　目 金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比
百万円 ％  百万円 ％ 百万円

 流　動　資　産 77,139 55.7 81,020 57.7 △ 3,880
現 金 及 び 預 金 816 4,997 △ 4,180
受 取 手 形 15,990 16,649 △ 658
売 掛 金 25,921 25,419 502
有 価 証 券 17,321 16,364 956
製 品 10,912 11,015 △ 103
原 材 料 3,939 4,141 △ 202
貯 蔵 品 238 211 27
前 払 費 用 104 11 93
繰 延 税 金 資 産 1,379 1,524 △ 144
そ の 他 574 754 △ 180
貸 倒 引 当 金 △ 59 △ 68 9

 固　定　資　産 61,329 44.3 59,275 42.3 2,053
 有形固定資産 22,668 16.4 22,274 15.9 394
建 物 7,248 7,421 △ 172
構 築 物 297 306 △ 8
機 械 及 び 装 置 4,300 4,327 △ 26
車 両 運 搬 具 15 18 △ 2
工具器具及び備品 3,936 3,576 359
土 地 6,570 6,397 172
建 設 仮 勘 定 299 226 72

 無形固定資産 533 0.4 446 0.3 86
借 地 権 9 9    －
水道施設利用権 20 23 △ 3
電 話 加 入 権 52 52    －
ソ フ ト ウ ェ ア 451 361 90

 投資その他の資産 38,127 27.5 36,554 26.1 1,572
投 資 有 価 証 券 18,210 15,463 2,747
関 係 会 社 株 式 5,490 5,490    －
出 資 金 9 104 △ 94
関係会社出資金 837 837    －
関係会社長期貸付金 4,800 4,800    －
更 生 債 権 等 206 158 47
長 期 前 払 費 用 124 119 4
繰 延 税 金 資 産 1,920 1,659 261
差 入 保 証 金 625 964 △ 339
長 期 性 預 金 3,500 3,000 500
前 払 年 金 費 用 1,944 3,446 △ 1,502
そ の 他 750 1,025 △ 274
貸 倒 引 当 金 △ 293 △ 515 222

資 産 合 計 138,469 100.0 140,296 100.0 △ 1,827

（１）貸　借　対　照　表（１）貸　借　対　照　表（１）貸　借　対　照　表（１）貸　借　対　照　表

金　　　額

対前期比
増　　減（平成16年3月31日）

（ 資産の部 ）

当事業年度末
（平成17年3月31日）

前事業年度末

－単体２－



科　　　目 金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

 流　動　負　債 36,330 26.2 38,498 27.4 △ 2,168
買 掛 金 26,568 27,251 △ 683
未 払 金 5,010 4,991 18
未 払 費 用 454 461 △ 6
未 払 消 費 税 等 310 350 △ 40
未 払 法 人 税 等 1,395 3,413 △ 2,017
前 受 金 6 5 1
預 り 金 65 64 1
賞 与 引 当 金 1,367 1,358 9
ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ引当金 360 －　 360
設 備 未 払 金 791 600 191
そ の 他 0 2 △ 1

 固　定　負　債 3,579 2.6 4,742 3.4 △ 1,162
退職給付引当金 1,666 2,912 △ 1,246
役員退職慰労金引当金 1,694 1,650 44
そ の 他 219 180 39

負 債 合 計 39,910 28.8 43,241 30.8 △ 3,331

 資  　本  　金 6,459 4.7 6,459 4.6 －　
 資本剰余金 8,719 6.3 8,719 6.2 －　
資 本 準 備 金 8,719 8,719 －　

 利益剰余金 83,894 60.6 85,303 60.8 △ 1,408
利 益 準 備 金 1,614 1,614 －　
任 意 積 立 金 77,400 72,400 5,000
当期未処分利益 4,879 11,288 △ 6,408

 その他有価証券評価差額金 893 0.6 777 0.6 115
 自　己　株　式 △ 1,408 △ 1.0 △ 4,205 △ 3.0 2,797
資 本 合 計 98,558 71.2 97,054 69.2 1,504
負債及び資本合計 138,469 100.0 140,296 100.0 △ 1,827

（ 資本の部 ）

金　　　額

（ 負債の部 ）

当事業年度末 前事業年度末 対前期比
（平成17年3月31日） （平成16年3月31日） 増　　減

－単体３－



当事業年度 前事業年度

科　　　　　　　目 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

151,414 100.0 151,558 100.0 △ 144 △ 0.1 
119,722 79.1 116,435 76.8 3,287 2.8 
31,691 20.9 35,123 23.2 △ 3,432 △ 9.8 
26,203 17.3 25,256 16.7 946 3.7 
5,487 3.6 9,866 6.5 △ 4,379 △ 44.4 
1,761 1.2 1,124 0.7 637 56.7 

受 取 利 息 125 115 9
有 価 証 券 利 息 133 61 72
受 取 配 当 金 931 489 442
為 替 差 益 53 － 53
その他の営業外収益 517 457 59

80 0.1 339 0.2 △ 258 △ 76.3 
支 払 利 息 3 1 2
為 替 差 損 － 257 △ 257
減 価 償 却 費 73 78 △ 4
その他の営業外費用 3 1 1

7,168 4.7 10,651 7.0 △ 3,483 △ 32.7 
101 0.1 203 0.1 △ 101 △ 50.0 

前 期 損 益 修 正 益 97 － 97
固 定 資 産 売 却 益 － 0 △ 0
投資有価証券売却益 3 25 △ 22
受 入 補 償 金 － 177 △ 177
そ の 他 1 － 1

794 0.5 473 0.3 320 67.8 
固 定 資 産 売 却 損 0 － 0
固 定 資 産 除 却 損 327 273 54
ゴルフ会員権評価損 － 58 △ 58
貸 倒 損 失 46 － 46
過 年 度 特 許 使 用 料 － 60 △ 60
ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ引当金繰入額 360 － 360
そ の 他 60 81 △ 21

6,475 4.3 10,381 6.8 △ 3,905 △ 37.6 
2,524 1.7 5,057 3.3 △ 2,533 △ 50.1 

△ 194 △ 0.1 △ 755 △ 0.5 560 △ 74.3 
4,145 2.7 6,079 4.0 △ 1,933 △ 31.8 
5,595 5,859 △ 264
4,156 － 4,156
－ 0 △ 0
704 650 54

4,879 11,288 △ 6,408

（２）損　益　計　算　書（２）損　益　計　算　書（２）損　益　計　算　書（２）損　益　計　算　書

営 業 利 益

営 業 外 収 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管 理費

対前期比
増　　減自　平成 16年 4月 1 日

至　平成 17年 3月 31日

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

自　平成 15年 4月 1 日

至　平成 16年 3月 31日

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

自 己 株 式 処 分 差 損

自 己 株 式 消 却 額

－単体４－



（３）利　益　処　分　案（３）利　益　処　分　案（３）利　益　処　分　案（３）利　益　処　分　案

当事業年度

百万円 百万円 百万円

当 期 未 処 分 利 益 4,879 11,288 △ 6,408

　これを次のとおり処分いたします。

利 益 配 当 金 697 650 47

役 員 賞 与 金 －　 43 △ 43
（ 取 締 役 分 ） （ －　 ） （ 43 ） （ △ 43 ）

別 途 積 立 金 3,000 5,000 △ 2,000

次 期 繰 越 利 益 1,181 5,595 △ 4,413

（注）平成１６年１２月１０日に７０４百万円（１株につき１３円）の中間配当を実施いたしました。

金　　額

前事業年度 対前期比増減

（１株につき１２円）（１株につき１３円）

科　　　　　目
金　　額 金　　額

－単体５－



（　重要な会計方針　）

１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
　①時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
　移動平均法により算定）

　②時価のないもの 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
製 品 先入先出法による原価法
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産 定　率　法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建　　　　物  7年～50年
機械及び装置 10年～17年
工具器具及び備品  2年～15年

無 形 固 定 資 産 定　額　法

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。

５．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 　金銭債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支
給見込額のうち当期の負担額を計上しております。

ｱ ﾌ ﾀ ｰ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 引 当 金 　特定の給湯暖房用熱源機の自主点検により発生する損失に備
えて、当事業年度末において必要と認めた合理的な損失見積額
を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(5年)による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理することとして
おります。

－単体６－



５．引当金の計上基準
退 職 給 付 引 当 金
（追加情報）
　当社は、確定給付型の退職給付制度として、厚生年金基金、適格退職年金及び退職一時金の各制
度を設けておりましたが、平成16年5月1日付で、厚生年金基金制度を確定給付企業年金基金制度へ
移行し、これに適格退職年金制度を統合する制度変更を実施いたしました。
　なお、当社は、制度変更と同時にキャッシュバランスプランへの移行を行っております。
　変更後の制度では、勤続3年以上の従業員が退職した場合には90%を確定給付企業年金から、10%
を退職一時金制度から、それぞれ支給することとしております。
　以上のほか、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の
対象とされない割増退職金を支払う場合があります。
　この移行が当期の損益に与えている影響額は、特別損失として30百万円計上しております。
　また、当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成14年
12月1日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受け､「退職給付会計に関する実務指針(中
間報告)」(日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13号)第47-2項に定める経過措置を適用し、
当該認可の日において代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものとみな
して処理しておりましたが、平成16年5月1日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成16年
9月9日に国に返還額（最低責任準備金）の納付を行いました。
　この返還が当期の損益に与えている影響額は、特別損失として14百万円計上しております。

役員退職慰労金引当金 　役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社支給内規に基
づく期末要支給見積額を計上しております。

６．リ－ス取引の処理方法
リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７．ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
　為替予約が付されている外貨建営業債権については、振当処理を行っております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段　…　デリバティブ取引（為替予約取引）
　ヘッジ対象　…　為替相場変動による損失の可能性があるもの
③ヘッジ方針
　将来の為替相場変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。
④ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジの有効性を確保できるような為替予約取引の利用を行っております。
⑤その他
　取引権限及び取引限度額等を定めた社内ル－ルに従い、これを行っております。

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
①消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

－単体７－



（　注記事項　）

１．貸借対照表に関する事項  当事業年度末  前事業年度末
(1)会社が発行する株式及び発行済株式の総数

授 権 株 式 数 普通株式
発 行 済 株 式 総 数 普通株式

(2)関係会社項目
受 取 手 形 2,005 百万円 2,088 百万円
売 掛 金 6,914 百万円 6,752 百万円
買 掛 金 3,347 百万円 2,944 百万円

(3)偶発債務
債 務 保 証 残 高 16,045 百万円 14,531 百万円

(4)輸出手形割引残高 88 百万円 97 百万円
(5)受取手形裏書譲渡残高 130 百万円 127 百万円
(6)配当制限

商法施行規則第124条第3号に規定する額 893 百万円 777 百万円
(7)有形固定資産の減価償却累計額 35,732 百万円 34,294 百万円

２．損益計算書に関する事項 当事業年度 前事業年度
(1)関係会社項目

売 上 高 34,023 百万円 32,554 百万円
仕 入 高 35,789 百万円 34,875 百万円
営 業 外 収 益 1,128 百万円 795 百万円

(2)研究開発費の総額
5,501 百万円 5,016 百万円

(3)固定資産除却損の主な内訳
建 物 44 百万円 15 百万円
機 械 及 び 装 置 126 百万円 95 百万円
工 具 器 具 及 び 備 品 150 百万円 157 百万円

３．リース取引に関する事項
EDINETにより開示を行うため記載を省略しております。

４．有価証券に関する事項
当事業年度及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 200,000,000株
  55,787,463株

 198,429,000株
  54,216,463株

－単体８－



（　注記事項　）

５．税効果会計に関する事項
(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
百万円

393
548
132
143
550

1,170
681
347

繰延税金資産小計 3,967
評価性引当額 △ 65
繰延税金資産合計 3,902
繰延税金負債

601
繰延税金負債合計 601
繰延税金資産の純額 3,300

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主な原因別内訳

法定実効税率 40.2 ％
（調  整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 2.5
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 2.3
住民税均等割額 1.5
税額控除額 △ 6.1
過年度法人税等 0.6
その他 △ 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.0

６．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ 自己株式消却 ）

　　消却自己株式数 1,571,000 株 －

　　株式の取得価額の総額 4,156 百万円 －

そ の 他
役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金

当事業年度末

未 払 事 業 税

退 職 給 付 引 当 金

有価証券の有税による評価減

賞 与 引 当 金

固 定 資 産 の 償 却 超 過
製品在庫の有税による評価減

当事業年度 前事業年度

当事業年度末

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

－単体９－
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 ７．役員の異動及び役員制度の改正

  Ⅰ.役員の異動

   （１）退任予定取締役   （平成17年6月29日付）

岩田　武四

長坂　隆

小杉　將夫

吉田　雄三

小澤　敏典

北川　智彦

佐々木静夫

祢津　忠信

薗田　享志

進士　克彦

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

 当社執行役員に就任予定

 当社執行役員に就任予定

 当社執行役員に就任予定

 当社執行役員に就任予定

 当社執行役員に就任予定

 当社執行役員に就任予定

 当社執行役員に就任予定

 当社執行役員に就任予定

 当社執行役員に就任予定

 当社執行役員に就任予定

　　　

Ⅱ.役員制度改正   

   （１）執行役員制度の導入

    経営の意思決定並びに業務執行の一層の迅速化を図るため、平成１７年６月２９日（予定）

   で執行役員制度を導入いたします。

   （２）役員人事

① 取締役

代表取締役

代表取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

取締役

内藤　進

山崎　善郎

成田　常則

増岡　鋼造

宮田　務

林　　謙治

内藤　弘康
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② 執行役員

※

※

※

※

※

※

社   長

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

山崎　善郎

成田　常則

増岡　鋼造

宮田　務

林　　謙治

内藤　弘康

岩田　武四

長坂　隆

小杉　將夫

吉田　雄三

小澤　敏典

北川　智彦

佐々木静夫

祢津　忠信

薗田　享志

進士　克彦

（現 取締役社長）

（現 常務取締役）

（現 常務取締役）

（現 常務取締役）

（現 常務取締役）

（現 常務取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

（現 取締役）

        ※：取締役を兼務の予定。


